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消費者教育

消費者運動と消費者教育

社会教育研究家教授 美土路 達 雄

1 消費者教育と社会教育

最近、消費者教育念いし学習が盛K:lè~と念われている。

その、もっとも有力かつ系統的をのが経済企爵庁、国民生活センター、都道府県の生活センタ

ーをいし消費センタ一、市町村の生活鑓係部謀係の系列で組織的になとをわれている消費者教育

左いし消費者啓発の事業である。

むろん、とのほかにも、新生活運動の生活学校、各種消費者団体、婦人団体、生協関係等でさ

まざまを消費者教育z 学習がなとをわれているコ札前記の行政的消費者教育がもっとも系統的か

っ制度的成熟度も高い。たとえば、国民生活センターでは、一盤消費者のみで念く、消費者行政

職員、消費生活相談員、問コンサルタントにたいしても、養成教育、一般教育、専門教育(研修〉

を訟と在っているし、都道府県段階でも同様κ消費者団体の役員、ワーダー研修から家庭科、社

会科の教員κたいする研修、小中学校の鰯競津の発行までなと左っている 〈府県センターで行

っている消費者講習会の4<7年実績は、 7.6 0 0問、その受講者3{¥万人Kのぼる〉。

したがって、とれκ民間の消費者教育=学習活動をふくめれば、消費者教脊古学習は社会教育

の左かで重要念領域の一つに念っているのだヌ仇ととろが、とれKたいする社会教育研究考の研

究はたいへん少しわずかに、家俊司、山口答迭の成果をあげるととができる程度である。しか

も、その行政的消費者教育κたいする評価は大変批判的である。説者はそれを「物知bマダムJ

養成とみ、後者はその展開を克明に追求し行政の教育支配を鋭〈告発しているが、しかも左b、

いわゆる行政的消費者教育は年k盛になζをわれていく。

何れにしても、その視角はあま bκ も「教育学J的であるのが共通しているようにbもえる。

とれUてたいして、家政学系の教科教育研究者、たとえば今井フ機、小木紀之、佐康弘緩野昭

等カ詩子政的消費者教育のイデオローグとして、教育研究蔚で仏教育実践活でも、一定の成果を

あげているのがたいへん対照的である。

とうした対照的傾向については、別途K論じたいと考えている治人少〈とも社会教管研究者の

間につぎのよう左研究祝角上の弱点があるのではをいか、というととを問題提起して公きたν、
社会教育研究者のあいだでは「社会教育とは大衆運動の文化的側衝であるJとの、いわゆる枚

方テーゼが(当時新鮮を指摘として〉すでに学界共同の財産にをっている。だが、そうした大衆

運動の文化的側面(未分化でまだ自立化してをい教育現象)を社会教育科学の対象Kとbあげる

場合は(そのとと自体は正しい発展だが)、同時t亡、むその運動の発生根拠たる土台とのかかわ

TK沿いて、⑥権力の政策の「文化的側面Jも射程K入れて、それの対抗関係から研究し念けれ

ば念ら念いのでは念かろうか。

そうでないと、問題カ瓶立・倭イイ七主主れ、その評価と対応を誤るととに念りかね念いよう K :lè~
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もうからだ。

一散的Kいえば、資本主義生産様式の繍熟と腐敗とそが、その貧困化作用Kたいする国民の生

活防衛斗争を必然的に惹起するわけだし、民主主義と教育水準の上昇とともK、そうした勤労国

民諸階層にたいする収奪とその反抗にたいする諸政策に権力的性格と同時に必ず「教育的J側面

が強化してい〈。とれはーマスコミとともに一国独資段階の一つの大量念特徴といわねば授らぬ。

そのータjを表 1Vてみる。

表1 公的社会教育の鉱散傾向

年令階層i政策の仲わる教育活動 i 主 体

児童関係|児童福祉、建設、委員 i厚生省児叢家庭局企極諌
(及保護育成〉事業 / " 教室聾毒事
教護院 /1 

少年関係|少年法κ定める少年保護 !家庭裁戦断少年部

少年院 j法務省矯正局教育担当

少年鑑別所 1 n 保護局保護担当

少年の桝市止と保護 i警察庁防犯部少年一二繰
年少労働者の労働条件向上と保護|労働省婦人少年局年少労働緑

青少年 l小中学・定時制 i文部省初等中等教育局1.:....;.". ._.....)校外活動 i 
関係1;高校 11 社会教育局

各穫学校 1 " 管理局

青年学級その他青少年間 1 11 社会教育局社会教育課

Boy Girl Sco咽t JRC 
社会通信教育

11 

11 " 

備 考

津校教育が社会教育へ

企業内教育の学校教育化

企業内おと公教育
連繋{
職雷11と公教育

農村関発背年産量 農林省振興局開拓課(農政局へ)I向上， (農業学筒)
農山漁村管年建設漉

経営伝習幾場

4 HC lub 

産業開発青年数

駿重量書l練所

技能者重量成所

管少年の労働意識草書発

青少年の保護育成

婦人関係i婦人の労働意識魯発
重量山漁村の生活改善

家庭生活問題審議会

重量持者幼児保健指導

家族計画普及

売春婦対策

H 紡止法による厚生保護

消愛者教育、 1格愛者保護

成人関係i婦人学級、
成入学級 J

新生活遂動

社会を明るくする運動

蚊婚を左くす違重量

覚重量弗l対策推進運動
交通事故防止、交通安全教育

国際潔解、国際協力教育

明るい.iEしい選挙の活発

高令者繍系1，老人福祉関係

老人学級

その他|問繍脊，対策

1 (重量業者大学校)

グ 普及教育課 I (農協青年部)
11 fI I (漁協 ff 

建設省計画局

労働省
H 

労働省婦人少年局年少労働諜

企業内教育媒介自衛隊

(労働組合管是正部〉

総理府管少年対策相婦人労働司(中央青少年問題協議会〉

労働省婦人少年局庶務員壁、婦人謙(婦人少年問題審議会)

農林省農政局普及部

厚生省児叢家庭局母子福祉課

グ 母子衛生課

総理府 I (売春対策審議会〉
厚生省社会局

経済企画庁箆民生活局
国民生活課

消費行政課物他政策課

、，農林省農林経済局消愛経済課

通産省公業局消費経済毒薬

文部省社会教脊謀

総理府内閣総理大使官房審議室 I(新生活運動協会〕
渋務府法務局審理査連絡潔 I (刃物をもた左h運動)
厚生省公衆衛生調査課

薬務局薬事謀

総理府大臣宮房及警察庁 i警察権力の介入
ユネスコ委員会総務課

教育課対ヒ謀

自治省選挙局管理懇 I (公明選挙連盟〕
厚生省主士会局老人福祉課

文部省社会教育課
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そとでは、社会教脊研究者が従来から公的社会教育を主対象lとして、権力の教育行政が外的条

件整係にかぎられること、内的事項K介入ぜざるととを主張している間に、その外囲で各種政策

の教資的側頭が堂々と一定の傾向的教脊内容をもって、一一しかも、なそらく数十倍の予算と人民

でもって一一推進ぜしめられているとと1fC!3を扱えねばをらぬ、と考えるのである。

2 消費者運動

以上のよう在意味から、消費者運動Kついてもふれてま?とう。

いわゆる消愛者問題、消費者選動の分野κついては、最近研究が盛である。例えば経済学関係

ではイV谷正守、奥村，忠雄、巻正平、法学関係では正問彬、消費者運動をいし生協関係では野村か

っ子、山本秋等々。 ζれK銃述の家政学研究者も加わる。

まさIfCE子家奏鳴だが、との消費者運動をどうみるか、は消費者教管研究にとっても第一の関門

たる地位kてあるといってよい。

そとで、ぞれらのうち、消費者運動の性格をその歴史的系議から規定しようとするこ人の見解

の対立を紹介して、わたしの考えをのべてみよう。それは巻正平κたいする山本秋の批判である。

巻の場令、「近代的消費者運動」の発生を 1¥l 2 7 ， 8年(つを b勘嫡段階)、とくにアメ

ワカのシュリンクのコンシューマース e リサーチ(商品テスト機器〉の設立と発展に見、他方

1 844年の E ッチデール先駆者組合以降の協同組合運動をその「前史 JIfC位霞づけ、とう説明

する(巻正王子r消費者革命』新時代社 3 5頁以下〕。

「イノベーションの第一波(産業革命のとと一室長考〉が、まだ近代的消費者を生むにいたら左

かったためt亡、オーエンの考え方の左かκ労働者と消費者の明確念区別がみられをかったJ。

とれにたいし、山本秋は批判を加える。「消費組合運動と『消費者運動』との向者はその発生、

発展の歴史的背景、その遼動の主体の階級的性格、運動が拠って立つ意識の性格、運動の包的、

任務、運動の方法、組織形態等々、それぞれのもつ実体的内容1fC;t>V>て毅然と区別される。また、

先駆的bては 20 世紀の 20年代に発足し、本格的Uては第二次世界戦争後に発展した『消費者運動J

Kは、 1¥l世紀中葉からの消費組合運動との患、想的危らびに運動的に直接の継続性も存在し1j:v> J 

CII消費者運動と生協運動J生活問題研究所¥l-2 1頁〉。

以上のよう K、前者を没階級的左消費者運動「史続Jとすれば、後者はいわば、生協=労働者

階級「論Jとをしえよう。

だが、問題の核心はー』運動論として両者がそれぞれの独自性をもっととはたしかとしてもーー

そのこと台とのかかわbにないて、符考を統一的κとらえるととである、とわたしは考える。

つを b、伺れも、資本主義の蓄積法員Ijκもとづく貧国化作用と、それにたいする労働者、小市

民の「人間的地位の要求J(エングルス『イギワスになける労働者階級の状態 JI)からする生活

防衛斗争とのかかわbの中K位霞づけられねば念ら左いと考えるのである。

そうした土台とのかかわ bからするとき、両者の運動性格は向じでは左いKしでも、むいわゆ

る物価斗争としての広義のi掲費者運動は資本主義とともにEきいとじしたがって、協同組合遂動

と密接左鑓係にあるとと、②他方、協同組合運動といえども、産業革命期以前、産業資本段階、

独占、国家独占資;$:主義段階で、その機能と意義は一一基本的性格は別として一一必ずしも同じ
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表2

その他

明治23年米騒動、米議打乙わし(箪隊出動)富山、鳥取、表松(福島)、佐渡(米商貿占めで米価倍増)

明治30年米騒動、富山、石J11 (戦勝好況で米価5割値上、労働者自絵46銭中米代 24銭)
大正 7年米騒動(米錨 2年で 8倍、京都市電労働者月収時間中米代 14円)

明治19年対反(敷金天引廃止期成同盟〉

明治41年東京・北海道(家賃地代ヲi上反対同盟)
大正 8年福島、若松(地代値上反対運動一油会:会総人、 9割値上げにたいし)

東京(芝浦埋立地住民の地代値下期成向盟〕

大正10年仙台臼普家人同盟〉東京(三河島の運動以下宿代、制綴代値下迷動-18大学)

昭和盛年全国借家人間盟

明治紛年東京(アロ代値上反対、イ屯JII岳山労働者街フロ代2銭を 3銭κ値上げにたいし共同浴場を
つ〈る)

戦前の物価斗争の事例

明治23年~大正?年

(め間鰯

(1)明治中期

(め明治末大正初期

地代・家祭

1 米騒動

明治39年、拍年東京(市電運賃値上反対大会、電車ボイコット運動)

大正 8年名古屋〈電車賃値上反対市民大会、 8万人電車焼打、会社襲撃)

大正 2年長野(電力料金値上反対、村営化、不点火時援)

昭和 2年高山(篭灯料金値下げ運動)

3年長野ほか全国的K1道 1R守29泉純件、空空4年8燥をのぞき全県 149件
6年豊橋(電価値下期成同盟、 2割不納同盟)

兵庫、但馬ほか電灯料値下げ遂動全国化

昭和 4年東京(ガス不買運動、値下要求一東京ガス非買同盟〕

8年東京(水道料金全免要求一悪水のため一水道対策連合委員会、水道市営期成同盟〕

昭和11年東京(築地中央卸売市場 単数制K反対運動〕

大正 8年兵庫、赤穂(主婦と不買同盟、商f吉ボイコァト〉

神戸 (JIi崎造船労働者の好語征伐JtJi成IB]盟、暴芳1]商人ボイコヅト〉
東京神間(全国消費同盟会、 1カ月ぜいたく品不買同盟アンケート、葉書アピーノレ)

9年呉、佐世保(労働者不質問盤、説者 l 万人、後者 1 万 8 千人、月給日後 1 遊間 l~ 2割高〕
昭和 2年野田町出職工長期スト、非翼運動

H 公共料金・独占価格

(1)窓:$賃 明治末大正初期

大正、昭幸球目

昭幸成2(3)ガス・水道料金

ω)電力料金

一価

他
一
物

初
一
崎ω一噌

事

大門一樹「物価抵抗史J(三省堂)よ b整潔加工したもの注)



産業資本確立期以前Kも、明治 23年富山、鳥取での米騒動(2 3年は最初の資本主義恐慌入

都市貧民の米商襲撃、 30年Kは寝山、石JII等の米騒動(戦後好況下の価格投機)、その他風呂

代、地代、家賃等にたいする切実君主値上反対斗争がみられる。

その経済的社会的慕礎は資本主義の祭器化作用(それも、地代・家賃にみられる半封建的地主

制、米価騰貴にみられるギル‘ト的前期的商業資本支配が目次的特徴として重合〉じ都市VCi，>け

る労働者階級の形成であるととはいうまでも左いだろう。

ち念みU亡、当時の都市労働者の生活がどのよう左ものであったかは、表3VC明らかである。

表8 戦前の労働者階級のエングノレ係数の推移

年次 職業・階層 総収入
エングノレ 米率(麦)

典 拠係数

明治18年 工場従事者中下等の生 円 銭
% 50.0% 前田正名「興業意見 J活をなすもの(8割) 20 15 

旋盤工(家族 3人) 16 25 80.1 

仕上職(開 5人) 16 38 85.8 42.7 横山源之助「日本の下層社会J

鉄工(荷 4人〉 25 96 38.'7 25.岳

30年 労働者(家族内職〉 54 55.6 45.岳 大内一樹「物価抵抗史J(B給)

37生存 夕張炭鉱夫(家族8人) 17 41 67.5 38.8 「王子民新開 J3 7. 1 1. 2 7 

末年 教師 50 00 41.0 18.0 後関・大山「家事経済学J

45生存 職工(上) 25.00以上 25.6 社会政策学会「 J 

同 (下) 10-15 29.3 (680名の調査)

大正 8年 (生存標準) 42 00 60.8 一 |森「生本存厚よ吉り「日米最小生活費論j
生活へ」

労働者 35 09 50.3 26.8 

{教員 34 31 39.8 
高野岩三郎「本邦字士会統計論J

昭和1.2年 労務者 91 38 38.4 16.3 内閣統計局「家計調査報告 J

{職負 124 3岳 32.8 11.1 H 

8生存 ABC3ランクの下層 100 00 岳9.8 臼本女子大「生活愛の標準J

6.7生存 (王子均家計費) 86 47 32.生 10.2 米価算定のためのf家計費調査j

10.11年 90 59 36.3 14.2 11 

1314年 104 70 38.1 14.3 11 

1516年 109 71 41.5 13.5 11 

1415年 (限界生活費) 34 00 71.0 一 森田優三の試算
16年 (最低生活費〉 148 00 45.4 労働科学研究所

f最低生活愛の研究J
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エンゲル係数は 8割、明治末大正初でさえ 5割である(表示のように、扇日食霊安が主食重苦を上まわ

るのは昭和の独占段階に入ってからで、それと同時K公共料金、地域的独占価格にたいする斗い

が支配的とをるととも表2からよみとれる)。

とのようK愛国化にたいする労働者、都市住民の生活防衛斗争は資本主義ととも κEざいし、実

は協i可組合運動もそうした物価斗争と密接左関係、をもって形成されてきたのである。

ただ、独占段階κ入るとともに、労働者階級を中心とする生活防衛斗争の組織(期成同盟等〕、

戦術(不累)も「洗練」されたものとをb、協同紹合も漸次全国的念組織性をもつにいたる、と

いった変化(発展)がみられるのである。

では、戦後、臨虫資段絡ではどうか。

戦後の悪性インフレ下の異常期は汚uとして、と <1て朝鮮戦争以後の独占の復活から、6必手代以降

の「高度経済成期 JVC消費者運動が広汎K展開してくるわけだがー崎その独自伎はたしかとして

もーその基礎には鴎虫資段階独自の市場編成と追加搾取(すでκ生活用品の 7、 8劉は独占価

格設いし行政介入価格とたっている)による資本主義的食困化作用と、それにたいする広汎在勤

労国民諸階層の生活防衛斗争が展開され、その1.i:かでいわゆる消費者選動と生協運動が密接在関

係をもちつつ展開してきているととを指摘せねば念らぬ(たとえば消団連〕。

その基幹部隊が労働考階級及びその主婦であるととはいうまでもをいが、独占価格の支配にみ

られるように、そとには没落する自営業、中IJ企業!習もふくめた広汎在勤労市民層が消愛者運動、

生協運動に結集しはじめている ζとを軽視しては念ら左い (小谷正守は労働者の賃金と労働力

の再生主主過程とのかかわりから、消費者問題を分析しているが、守L7包ナでは生活過程=生活防衛斗

争の統一戦線的意義は見失われるのではをいか〉。

とのように広汎在国民的生活防衛斗争の展開を前にして、その権力側の対策としで消数者教育の

広汎かつ系統的実施等がなと走われ、勤労市民諸階!習の生活防衛斗争を体制的「消費者司運動」の

枠内に思111ヒしようとする上部構造の対抗関係が拡大、強化されて〈るのである。

さらVCつけ加える念ら、その理念として、近代経済学の、グイノレブレッド・パレート以来の選

択理論とそれKもとづくケネディの「消費者の4つの権利Jがふ bかざされるのであるが、とれ

らについては機会をあらためて論じよう。

伺れにせよ、以上のように、勘虫資諸政策の「教育的」側面との対抗関係Kないて、そして土

台とのかかわbから、社会教育をとらえていか念いと、従来のように公的社会教育や遂動の教育

的側面のみに gを奪われているうちに外堀は完全に埋められ、気のついた時は社会教育法はなろ

か、教育義本法まで骨ぬき、空洞化され、改正というととに念 bかね左い情勢にあるととを指機

せずにはなられをいのである。
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